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研究成果の概要（和文）：高磁場ＭＲＩ装置の導入が医療現場で進んでおり、診断のみならず治療の場で用いる
ことも期待されている。高磁場化により画像の解像度が向上することのメリットは大きい反面、高周波磁場の影
響により治療用のデバイスは制約を受け、ロボット・マニピュレータ等を導入する場合では、その構成要素にお
いて金属材料を用いたモータ・アクチュエータの使用は困難となる。本研究では、電気配線が不要でオール樹脂
化が可能となる新たなモータ・アクチュエータの構造として、レーザー誘起バブルを駆動源に用いることを提案
し、原理確認実験を通じてその実現可能性を検討した。

研究成果の概要（英文）：The higher field magnetic resonance imaging system has been introduced in 
clinical field. It is expected to be applied not only for diagnostics but also therapeutics. 
Although the　great advantage has been achieved by higher static magnetic field, it becomes 
difficult to use the device having metallic parts or wire by high frequency magnetic field. In this 
work, the use of laser-induced bubble as a driving source for motor actuator has been proposed and 
the principle confirmation experiments performed for investigating the possibility.

研究分野：レーザー医療応用開発
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  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
電気配線を用いないモータ・アクチュエータは現時点では空気圧駆動のものに限られている。ロボット・マニピ
ュレータ等を構成するには、フレキシビリティの優れる配線系統の実現と実用的な応答特性が求められ、レーザ
ーによる駆動方式はその可能性を有する選択肢であると考えられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
医療現場で画像診断を行う際、Ｘ線ＣＴと共に核磁気共鳴装置（ＭＲＩ装置）が広く用いら
れている。使用されている静磁場強度は従来 1.5Ｔ（テスラ）が一般的であったが、近年高磁
場化が進み、3Ｔを保有する施設が増えており、一部の施設では 7Ｔの装置も導入されている。
高磁場化に伴って解像度が向上するメリットは大きく、将来的にリアルタイム動画像が標準化
されれば、被爆の心配のない画像誘導下での治療が可能になるものと期待される。 
一方で、ＭＲＩ下での治療を想定したデバイスや装置の開発を行う場合においては、使用で
きる材料は制約を受ける。金属部品は画像にアーチファクトをもたらすと同時に、ワイヤー状
のものは高周波磁場による発熱の危険性が指摘されており（引用文献①）、血管内治療において
は樹脂製のガイドワイヤーが検討されている（引用文献②）。外科的治療でロボット・マニピュ
レータ等を導入する場合では、電気配線を用いたアクチュエータを使用することは困難である
と考えられ、オール樹脂製の空気圧駆動のもの（引用文献③）が提案されているが適用は限ら
れている。 

 
２．研究の目的 
 本研究では、高磁場ＭＲＩ下でも駆動できる電気配線を用いないモータ・アクチュエータの
新たな方式の提案とその原理確認を目的とした実験を行い、その可能性を検討することを目的
とした。 
 
３．研究の方法 
（１）アクチュエータ機構の基本コンセプト 
本研究では、電気配線を不要とする新たなモータ・アクチュエータの機構として、レーザー
誘起バブルを用いることを提案した。以下にその基本コンセプトを述べる。 
水への吸収が高い波長のレーザー光を光ファイバ導光させて水中で照射すると、ファイバ端
部で水蒸気による気泡（バブル）が発生することが知られている。発生したバブルは水を押し
のける作用をすることにより、細径パイプ内でバブルを発生させ、水をジェット流として噴射
させて用いる外科用メスの報告がある（引用文献④⑤）。レーザー光源は、水への吸収が優れる
Ho: YAG レーザー（波長 2.1µm）が用いられる。パルス幅数百µs のパルスレーザーであり、レ
ーザー誘起パルス液体ジェットと呼ばれている。 
本研究におけるアクチュエータ機構の基本コンセプトは、レーザー照射により誘起されたバ
ブルを利用して液体の代わりに機械部品を動かすことであり、レーザー誘起バブルアクチュエ
ータと呼ぶことにする。 
（２）レーザー誘起バブルアクチュエータの構成 
 動作原理の確認を行うことを目的とし
たレーザー誘起バブルアクチュエータの
実験系の基本構成を図１に示した。光ファ
イバ先端部にシリンダ部とピストンを取
り付け、シリンダに入れた液体に向かって
レーザーを照射し、発生したバブルにより
ピストンを直線運動させるものである。シ
リンダ内の液体は外部へ出ることはなく、
作動流体としての役割となる。また、エネ
ルギー伝送は光ファイバのみで行うため
電気配線は不要となる。 
エネルギー源となるレーザー光源は、レ
ーザー誘起パルス液体ジェットでは水と
の組み合わせとして Ho: YAG レーザーが用
いられてきたが、モータ・アクチュエータを構成するためにはコンピュータ制御により出力時
間波形を制御できることが望ましく、駆動電流の変調により出力制御が容易な半導体レーザー
（LD）を用いた。波長は、高出力品の入手性より近赤外光である 970nm（最大出力 180W）を選
定した。この波長は、水に対する吸収が低いため、アクチュエータに使用する作動流体として
水をそのまま用いることができない。このため、水に色素を混入させ、レーザー光をこの色素
に吸収させることで水の温度上昇を得るようにした。色素としては、熱伝導性が高く、焼き付
きが起りにくい素材として、カーボンパウダーを用いた。 
（３）アクチュエータの原理確認実験方法 
図１で示したアクチュエータの基本構成において、レーザー照射によりシリンダ内のピスト
ンを駆動させる実験を行った。 
光ファイバ先端部に組み付けるアクチュエータユニットは、原理確認実験において着脱が容
易となるよう、市販の光ファイバコネクタ（SMA 型）を用いた。LDモジュールと一体化したコ
ア径 200µm の石英光ファイバ先端部にコネクタを取り付け、アダプタを用いて別のコネクタ（コ
ア径 1mm 用）を単体で端面結合させた。このコネクタには、先端部にファイバ素線を固定する
孔（φ1mm×13m）が、また基端部にはファイバジャケットを挿入固定する中空部分（φ2.3×12mm）
が存在し、これらをそれぞれ作動流体の溶液溜めおよびシリンダ部として用いた。 



作動流体用の色素として選定したカ
ーボンパウダーは水に不溶である。この
ため、表面活性剤を用いて水に懸濁させ
た。本実験では、粒径 20µm のパウダー
を用い、中性洗剤を数滴添加してカーボ
ン懸濁液とした。 
組み立てたバブル発生部分を垂直に
固定し、予め調整した作動流体をシリン
ダ内に注入した後、φ2.3mm のステンレ
スロッドを上部より挿入しピストンと
した。ステンレスロッドは長さ 30mm
（1.0g）と 60mm（2.0g）の２種類を用い
た。図２に組み立てたアクチュエータユ
ニットの外観写真を示す。 
レーザー照射条件は、光源である LD
の出力時間波形として、電流変調により矩形波パルスを成形し、１パルスあたりの出力エネル
ギーを 300mJ 前後に設定した。今回用いた LDの最大出力は 180W であるため、出力パルス幅は
2ms 前後となる。バブル発生実験は、繰り返し 10Hz および単パルスで実施した。10Hz 駆動時に
おいて LDの電流変調を行うために用いた時間波形を図３に示した。 
 
４．研究成果 
原理確認実験系を用いて実施したレー
ザー照射実験において以下の結果が得ら
れた。 
ピークパワー180W、パルス幅 2ms のレー
ザー照射条件において、ピストンとして用
いたステンレスロッドの上下運動（往復運
動）が観察された。ストロークは 3mm 前後
であった。動作タイミングはレーザー照射
のタイミングと同期しており、目視困難な
移動スピードを有し、フレームレート
1200fps の高速度カメラを用いることによ
り観察可能となった。レーザー変位計を用いて 10Hz 駆動時の応答特性を測定したところ、図４
に示す結果が得られた。これは、長さ 60mm のステンレスロッド上端面の変位を計測したもので
あり、往復時間は約 15ms であることが分かる。また、一度元の位置に戻った後、次のパルス入
力があるまでバウンドしている様子が観察された。これは、バブル消失時に生じた陰圧により、
一旦上昇したステンレスロッドが急激に下方に引き戻されたためと考えられる。 
以上の原理確認実験の結果より、レーザ
ー誘起バブルを利用することで機械部品
を動かすことは可能であり、電気配線が不
要な新たなモータ・アクチュエータを構成
できる可能性が得られたものと考えられ
る。同時に、実用化に向けた課題も明確化
した。最も大きな課題は、シリンダとピス
トン間に封入している作動流体のリーク
の問題であり、現状ではストローク長を不
安定にしている。また、初期位置に復元し
た後のバウンド現象についても、次段のメ
カニズム設計に影響を及ぼすファクター
となるため、これを低減させるべく、部品
材料および機構面での検討が不可欠であ
る。 
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